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第１ 育成就労実施者の変更を希望する場合の申出  

  

（１） 育成就労外国人による申出  

  

【関係規定】  

 （育成就労外国人による育成就労実施者の変更の希望の申出等）  

法第８条の２ 育成就労外国人は、育成就労実施者の変更を希望するときは、主務省令で定めると

ころにより、書面をもって、育成就労実施者の変更を希望する旨を、次の各号に掲げる育成就労外

国人の区分に応じて当該各号に定める者のいずれかに申し出ることができる。  

一 単独型育成就労外国人 当該単独型育成就労外国人を対象として単独型育成就労を行わせ

ている単独型育成就労実施者又は出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣  

二 監理型育成就労外国人 当該監理型育成就労外国人を対象として監理型育成就労を行わせ

ている監理型育成就労実施者若しくは当該監理型育成就労実施者が監理支援を受けている監理

支援機関又は出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣  

（外国人育成就労機構による申出等の受理）  

法第８条の３ 出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣は、外国人育成就労機構（以下この章に

おいて「機構」という。）に、前条第一項の規定による申出並びに同条第二項、第六項及び第七項

の規定による届出の受理に係る事務を行わせることができる。  

２ 出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣が前項の規定により機構に申出又は届出の受理に

係る事務を行わせるときは、前条第一項の規定による申出又は同条第二項、第六項若しくは第七

項の規定による届出をしようとする者は、これらの規定にかかわらず、機構に対し、これらの規定に

よる申出又は届出をしなければならない。  

 （育成就労実施者の変更の希望の申出）  

規則第 10 条 法第八条の二第一項の規定による申出は、次に掲げる事項を記載した申出書を提

出して行わなければならない。  

一 変更の希望の申出をする育成就労外国人の氏名、国籍及び生年月日  

二 変更の希望に係る育成就労実施者の氏名又は名称  

三 育成就労実施者の変更を希望する理由  

  

〈総論〉  

○ 育成就労外国人又は育成就労外国人であった者が、育成就労実施者の変更（転籍）等を希望

する場合、新たに育成就労を行わせようとする育成就労実施者は、 

・ 育成就労外国人が転籍するときは、法第８条の５第１項に基づく育成就労計画の認定申請  

・ 育成就労外国人であった者が新たに育成就労の対象となるときは、法第８条の６第１項に基づく

育成就労計画の認定申請を行う必要があります。  
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以下の法第８条の２関係の手続は、法第８条の５第１項に基づく育成就労計画の認定を受けて転

籍を行う場合のものです。  

○ 育成就労外国人が転籍を希望する場合は、育成就労実施者、監理支援機関又は機構のいず

れかに育成就労実施者の変更を希望する旨の申出（以下この節において単に「申出」という。）を

行うことができます（法第８条の２第１項には、申出先として「出入国在留管理庁長官及び厚生労働

大臣」が規定されていますが、法第８条の３第１項及び第２項に基づき、届出の受理に係る事務を

機構が行うこととなります。）。  

申出は、育成就労実施者の倒産、廃業等の育成就労外国人の責めによらない場合でも、育成就

労外国人から行う必要があります。  

○ この申出は、所定の事項が記載された書面を提出することにより、行う必要があります（以下こ

の書面を「申出書」という。）。口頭で転籍希望を伝達したとしても、法第８条の２第１項の申出とは

認められませんので、育成就労実施者又は監理支援機関は、口頭で転籍希望の伝達があった場

合は、申出書を提出するよう案内しなければなりません。申出書には所定の事項として、  

・ 転籍を希望する外国人の氏名、国籍及び生年月日  

・ 申出の時点で育成就労を行わせている育成就労実施者の氏名又は名称  

・ 転籍を希望する理由  

を記載しなければなりません（参考様式第 1-16 号）。  

○ 申出書は育成就労実施者又は監理支援機関の役職員に提出すれば足り、当該申出書を受け

取った職員は速やかに育成就労実施者の場合は育成就労責任者に、監理支援機関の場合は監

理支援責任者に報告する必要があります。申出書の提出は、育成就労実施者又は監理支援機関

の役職員に直接行うことのほか、外部監査人等を介して行うこと、郵送で行うことも可能です。申出

書を受け取った者が、これを廃棄する、受け取りを拒否するなどの行為は認められません。なお、

申出書の提出は、機構に対して行うことも可能です。  

○ 申出を行った育成就労外国人が転籍するに当たっては、転籍先の育成就労実施者 

において法第８条の５第１項に基づき新たな育成就労計画の認定を受ける必要があります。申出を

した育成就労外国人に係る新たな育成就労計画の認定基準は、法第９条の２に規定されています

（第２参照）。  

（２） 関係機関による届出等  

【関係規定】  

（育成就労外国人による育成就労実施者の変更の希望の申出等）  

法第８条の２ （略）  

２ 単独型育成就労実施者は、前項の規定による申出を受けたときは、遅滞なく、主務省令で定め

るところにより、当該申出をした単独型育成就労外国人の氏名その他の主務省令で定める事項を

出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣に届け出なければならない。  

３ 監理型育成就労実施者は、第一項の規定による申出を受けたときは、遅滞なく、主務省令 

で定めるところにより、当該申出をした監理型育成就労外国人の氏名その他の主務省令で定める

事項を監理支援を受けている監理支援機関に通知しなければならない。  
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４ 第一項の規定による申出を受けた育成就労実施者の行わせている育成就労が親会社とその子

会社の関係その他前条第一項の主務省令で定める密接な関係を有する本邦の複数の法人が共

同して行わせる育成就労（以下「密接関係法人育成就労」という。）である場合においては、当該育

成就労実施者は、主務省令で定めるところにより、当該申出をした育成就労外国人の氏名その他

の主務省令で定める事項を当該育成就労を共同して行わせている他の育成就労実施者に通知し

なければならない。  

５ 第一項の規定による申出を受けた監理型育成就労実施者の行わせている監理型育成就労が

労働者派遣等監理型育成就労である場合においては、当該監理型育成就労実施者は、主務省

令で定めるところにより、当該申出をした監理型育成就労外国人の氏名その他の主務省令で定め

る事項を当該監理型育成就労を共同して行わせている他の監理型育成就労実施者に通知しなけ

ればならない。この場合において、当該申出を受けた監理型育成就労実施者が本邦の派遣先で

あるときは、第三項の規定による通知は、この項前段の規定による通知を受けた本邦の派遣元事

業主等がしなければならない。  

６ 監理支援機関は、第一項の規定による申出を受けたときは、主務省令で定めるところにより、当

該申出をした監理型育成就労外国人の氏名その他の主務省令で定める事項を、遅滞なく出入国

在留管理庁長官及び厚生労働大臣に届け出るとともに、当該監理型育成就労外国人 

を対象として育成就労を行わせている監理型育成就労実施者に通知しなければならない。  

７ 監理支援機関は、第三項の規定による通知を受けたときは、遅滞なく、主務省令で定めるところ

により、第一項の規定による申出をした監理型育成就労外国人の氏名その他の主務省令で定める

事項を出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣に届け出なければならない。  

（育成就労外国人による育成就労実施者の変更の希望の申出があった場合の連絡調整等）  

法第８条の４ 出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣は、第八条の二第一項の規定による申

出を受理したときは、主務省令で定めるところにより、その旨を次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める者に通知するものとする。  

一 単独型育成就労外国人からの申出を受理したとき 当該単独型育成就労外国人を対象として

単独型育成就労を行わせている単独型育成就労実施者  

二 監理型育成就労外国人からの申出を受理したとき 当該監理型育成就労外国人を対象として

監理型育成就労を行わせている監理型育成就労実施者及び当該監理型育成就労実施者が監理

支援を受けている監理支援機関  

５ 監理支援機関は、第八条の二第一項の規定による申出又は同条第三項若しくはこの条第一項

（前項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定による通知を受けたときは、当該申

出又は当該通知に係る監理型育成就労外国人が他の育成就労実施者の育成就労の対象となる

こと等により当該監理型育成就労外国人の育成就労の継続が可能となるよう、他の育成就労実施

者又は監理支援機関その他関係者との連絡調整、職業紹介その他の必要な措置を講じなければ

ならない。  

 （育成就労実施者の変更の希望の申出があった場合の単独型育成就労実施者による届出等）  

規則第 11 条 法第八条の二第二項、第六項及び第七項の規定による届出は、別記様式第五号

によるものとする。  
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２ 法第八条の二第二項、第六項（出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣に対する届出に係

るものに限る。）及び第七項の主務省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。  

一 変更の希望に係る育成就労実施者の育成就労実施者届出受理番号、氏名又は名称及び住

所並びに法人にあっては、その代表者の氏名  

二 変更の希望に係る育成就労計画の認定番号及び認定年月日  

三 変更の希望の申出をした育成就労外国人の氏名、国籍、生年月日及び性別  

四 変更の希望の申出をした育成就労外国人が育成就労実施者の変更を希望する理由  

五 変更の希望の申出をした育成就労外国人の現状  

六 育成就労の継続のための措置  

３ 法第八条の二第三項から第六項（監理型育成就労実施者に対する通知に係るものに限 

る。）までの主務省令で定める事項は、前項第三号から第五号までに掲げる事項とする。  

（育成就労実施者の変更の希望の申出があった場合の出入国在留管理庁長官及び厚生労働大

臣又は外国人育成就労機構による通知）  

規則第 12 条 法第八条の四第一項（同条第四項の規定により読み替えて適用する場合を含。）及

び第二項に規定する通知は、別記様式第六号によるものとする。  

  

ア 総論  

○ 育成就労外国人による転籍の希望の申出が育成就労実施者や監理支援機関になされた場合

は、育成就労実施者や監理支援機関はそれぞれ必要な手続を行う必要があります。  

  

○ 申出を受けた者が  

・ 育成就労実施者である場合  

・ 監理支援機関である場合  

・ 機構である場合  

により、必要な手続は異なります。以下では、それぞれの場合の手続について説明します。転籍の

要件については第２を参照してください。  

○ 育成就労外国人による転籍の希望の申出や通知を受けた育成就労実施者は、転籍を希望す

る旨の申出を受けたことをもって育成就労外国人を解雇するなどの不利益な取扱いをすることは許

されません。  

イ 育成就労実施者が申出を受けた場合  

 
※ 「①申出」は「育成就労実施者の変更希望の申出書」（参考様式第 1-16 号）を使用。  
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※ 「②届出」は「育成就労実施者の変更希望の申出受理届出」（省令様式第５号）を使用。 

 

 
○ 育成就労実施者は、育成就労外国人から口頭で転籍の希望の申出があった場合には、育成

就労外国人に対し「育成就労実施者の変更希望の申出書」（参考様式第 116 号）の提出を案内

してください。育成就労外国人が提出した申出書に必要な情報が不足しているなどの不備がある

場合は、その内容の指導をしなければなりません。また、「育成就労実施者の変更希望の申出書」

（参考様式第 1-16 号）以外の様式により、申出書に記載すべき事項（規則第 10 条各号の内容）

を記載して①申出があった場合にも、「①申出」として認められるため、申出書の受け取りを拒否す

ることはできません。  

○ 提出を受けた申出書は、受領後、受領者の署名欄に記入した上で、写しを作成して育成就労

外国人に交付する必要があります。  

○ 育成就労外国人から「①申出」を受けた育成就労実施者は、直ちにその内容について事実関

係を確認する必要があります。その際、まずは法第９条の２第４号ただし書及び規則第 25 条各号

に規定の「やむを得ない事情」（第２（２）参照）に該当し得る事実があるかどうかの確認を行い、当

該事実を確認できない場合には本人意向の転籍を行う要件（第２（３）ア及びイ）に該当し得る事実

があるかどうかを確認してください。  

○ 「①申出」を受けた育成就労実施者は「育成就労実施者の変更希望の申出受理届出」（省令様

式第５号）を使用して機構に「②届出」を行わなければなりません。「②届出」は機構地方事務所・

支所の援助担当窓口に提出してください。また、「②届出」と同時に、「①申出」をした育成就労外

国人に対し、「①申出」に係る対応について「育成就労実施者の変更希望の申出に係る対応通知

書」（参考様式第 1-17 号）により通知する必要があります。  

○ 機構への「②届出」は、「遅滞なく」行う必要があり、事実確認に時間を要することなどを理由に
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遅れることは許されません。事実確認に時間がかかる場合は、「育成就労実施者の変更希望の申

出受理届出」（省令様式第５号）のうち、記載できない事項については「追って報告」と記載して「②

届出」を行い、事実確認が取れ次第、追加の届出を行ってください。  

○ 「①申出」を受けた育成就労実施者は、  

・ 法第９条の２第４号ただし書及び規則第 25 条各号に規定のやむを得ない事情による転籍が認

められ得る事実があると確認した場合  

・ 本人意向の転籍によるものも含め育成就労外国人が実際に離職した場合  

など育成就労の継続が困難となったときは、「育成就労実施者の変更希望の申出書」 

（参考様式第 1-16 号）及び「育成就労実施者の変更希望の申出に係る対応通知書」 

（参考様式第 1-17 号）の写しを添えて育成就労実施困難時届出書（省令様式第 13 号）を提出す

る必要があります。法第 51 条に基づき、責任を持って他の育成就労実施者や監理支援機関等と

の連絡調整その他の必要な措置を講じ、育成就労外国人の円滑な転籍の支援を図ることが必要と

なります。（第７章第２節参照）。  

○ 育成就労外国人本人の意思で転籍を断念することになった場合は、育成就労外国人に「育成

就労実施者の変更希望の申出の取下げ書」（参考様式第 1-18 号）の提出を案内し、提出されたも

のの写しを育成就労実施者が機構に提出してください。 

 

※ 「①申出」は「育成就労実施者の変更希望の申出書」（参考様式第 1-16 号）を使用。  

※ 「②通知」は「育成就労実施者の変更希望の申出受理通知」（参考様式第 1-19 号）を使用。  

※ 「③届出」は「育成就労実施者の変更希望の申出受理届出」（省令様式第５号）を使用。 

 

 
○ 育成就労外国人から「①申出」を受けた育成就労実施者は、その内容を確認し、遅滞なく、申
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出書の写しを添付して監理支援機関に対して「②通知」してください。育成就労外国人から口頭で

転籍の希望の申出があった場合には、育成就労外国人に対し「育成就労実施者の変更希望の申

出書」（参考様式第 1-16 号）の提出を案内してください。育成就労外国人が提出した申出書に必

要な情報が不足しているなどの不備があった場合は、その内容の指導をしなければなりません。  

また、「育成就労実施者の変更希望の申出書」（参考様式第 1-16 号）以外の様式により申出書に

記載すべき事項（規則第 10 条各号）の内容を記載して申出があった場合にも、「①申出」と認め

られるため、申出書の受け取りを拒否することはできません。 

提出を受けた申出書は、受領後、受領者の署名欄に記入した上で、写しを作成して育成就労外国

人に交付する必要があります。  

○ 複数の育成就労実施者が共同で育成就労を実施している場合は、「①申出」を受けた育成就

労実施者は他の育成就労実施者に以下の事項を通知しなければなりません。 

その際は、「育成就労実施者の変更を希望する外国人に係る情報通知」（参考様式第 1-20 号）を

使用してください。  

・ 申出をした育成就労外国人の氏名、国籍、生年月日及び性別  

・ 申出をした育成就労外国人が育成就労実施者の転籍を希望する理由  

・ 申出をした育成就労外国人の現状  

○ 労働者派遣等の形態による育成就労の場合は、「②通知」は派遣元事業主等が行う必要があり

ますので、注意してください（派遣先の育成就労実施者が「①申出」を受けたとしても、他の派遣先

や派遣元事業主等に上記の事項を通知し、「②通知」は派遣元事業主等が行わなければなりませ

ん。）。 
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○ 育成就労実施者から「②通知」を受けた監理支援機関は、直ちに事実関係の確認や育成就労

実施者に対する是正指導等をする必要があります。具体的には、まずは法第９条の２第４号ただし

書及び規則第 25 条各号に規定の「やむを得ない事情」（第２（２）参照）に該当し得る事実がある

かどうかの確認を行い、当該事実が確認できない場合には本人意向の転籍を行う要件（第２（３）ア

及びイ参照）に該当し得る事実があるかどうかを確認してください。  

○ 「②通知」を受けた監理支援機関は、「育成就労実施者の変更希望の申出受理届出」（省令様

式第５号）を使用して機構に申出受理の「③届出」を行わなければなりません。「③届出」は機構地

方事務所・支所の援助担当窓口に行ってください。また、監理支援機関は、「③届出」と同時に、

「①申出」をした育成就労外国人及び「②通知」をした育成就労実施者に対し、「①申出」に係る対

応について「育成就労実施者の変更希望の申出に係る対応通知書」（参考様式第 1-17 号）によ

り通知する必要があります。  

○ 機構への「③届出」は「遅滞なく」行う必要があり、事実確認に時間を要することなどを理由に

「③届出」が遅れることは許されません。事実確認に時間がかかる場合は、「育成就労実施者の変

更希望の申出受理届出」（省令様式第５号）のうち記載できない事項については「追って報告」と記

載して「③届出」を行い、事実確認が取れ次第、追加の届出を行ってください。  

○ 「②通知」を受けた監理支援機関は、  

・ 法第９条の２第４号ただし書及び規則第 25 条各号に規定のやむを得ない事情が認められ得る

事実があると確認した場合  

・ 本人意向の転籍によるものも含め育成就労外国人が実際に離職した場合など育成就労の継続

が困難となったときは、「育成就労実施者の変更希望の申出書」 

（参考様式第 1-16 号）及び「育成就労実施者の変更希望の申出に係る対応通知書」 

（参考様式第 1-17 号）の写しを添えて育成就労実施困難時届出書（省令様式第 13 号）を提出す

るとともに、法第 51 条に基づき、責任を持って他の育成就労実施者や監理支援機関等との連絡調

整その他の必要な措置を講じ、育成就労外国人の円滑な転籍の支援を図ることが必要となります

（第７章第２節参照）。監理支援機関は、育成就労計画の認定の取消事由に該当する疑いがあると

認めた場合には、直ちに臨時監査を行うことが必要となります（第５章第 16 節第２（２）参照）。  

○ 「②通知」を受けた監理支援機関は、法第８条の４第５項の規定に基づき、育成就労を継続す

ることができるよう必要な連絡調整等を行わなければなりません。  

・ 法第９条の２第４号ただし書及び規則第 25 条各号に規定のやむを得ない事情が認められ得る

事実があると確認した場合は、責任を持って他の育成就労実施者や監理支援機関等との連絡調

整その他の必要な措置を講じ、育成就労外国人の円滑な転籍の支援を図ることが必要となります

（第７章第２節参照）。  

・ 本人意向の転籍を行う要件（第２（３）ア及びイ）に該当し得る事実があると確認した場合は、育成

就労外国人本人の希望に応じた職業紹介等の転籍支援を行わなければなりません。転籍制限期

間の要件（第２（３）ア参照）については、転籍先の育成就労実施者が作成する新たな育成就労計

画の認定の時点で満たしていれば足りるため、「①申出」や「②通知」の時点において転籍制限期

間を経過していなくとも転籍先を探す等の支援を行うことは必要となります。監理支援機関におい

て転籍先となる育成就労実施者の確保が困難な場合には、機構に対し「育成就労継続のための
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支援要請書」（参考様式第 1-21 号）を提出することができます。  

○ 育成就労外国人本人の意思で転籍を断念することになった場合は、育成就労外国人に「育成

就労実施者の変更希望の申出の取下げ書」（参考様式第 1-18 号）の提出を案内し、提出されたも

のの写しを監理支援機関が機構に提出してください。 

 

※ 「①申出」は「育成就労実施者の変更希望の申出書」（参考様式第 1-16 号）を使用。  

※ 「②届出」は「育成就労実施者の変更希望の申出受理届出」（省令様式第５号）を使用。  

※ 「③通知」は「育成就労実施者の変更希望の申出受理通知」（参考様式第 1-19 号）を使用。 

 

○ 監理支援機関は、育成就労外国人から口頭で転籍の希望の申出があった場合には、育成就

労外国人に対し「育成就労実施者の変更希望の申出書」（参考様式第 1-16 号）の提出を案内し

てください。育成就労外国人が提出した申出書に必要な情報が不足しているなどの不備があった
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場合は、その内容の指導をしなければなりません。また、「育成就労実施者の変更希望の申出書」

（参考様式第 1-16 号）以外の様式により、申出書に記載すべき事項（規則第 10 条各号の内容）

を記載して申出があった場合にも、「①申出」とは認められるため、申出書の受け取りを拒否するこ

とはできません。提出を受けた申出書は、受領後、受領者の署名欄に記入した上で、写しを作成し

て育成就労外国人に交付する必要があります。  

○ 「①申出」を受けた監理支援機関は、直ちにその内容について事実関係の確認や育成就労実

施者に対する是正指導等をする必要があります。その際、まずは法第９条の２第４号ただし書及び

規則第２５条各号に規定の「やむを得ない事情」（第２（２）参照）に該当し得る事実があるかどうかの

確認を行い、そのような事実を確認できない場合には本人意向の転籍を行う要件（第２（３）ア及び

イ参照）に該当し得る事実があるかどうかを確認してください。  

○ 「①申出」を受けた監理支援機関は「育成就労実施者の変更希望の申出受理届出」（省令様式

第５号）を使用して機構に「②届出」を行わなければなりません。「②届出」は機構地方事務所・支

所の援助担当窓口に提出してください。また、「②届出」と同時に、「①申出」をした育成就労外国

人に対し、「①申出」に係る対応について「対応通知書」（参考様式第 1-17 号）により通知する必要

があります。  

○ 機構への「②届出」は「遅滞なく」行う必要があり、事実確認に時間を要することなどを理由に遅

れることは許されません。事実確認に時間がかかる場合は、「育成就労実施者の変更希望の申出

受理届出」（省令様式第５号）のうち記載できない事項については「追って報告」と記載して「②届出」

を行い、事実確認が取れ次第、追加の届出を行ってください。  

○ 「①申出」を受けた監理支援機関は、  

・ 法第９条の２第４号ただし書及び規則第 25 条各号に規定のやむを得ない事情による転籍が認

められ得る事実があると確認した場合  

・ 本人意向の転籍によるものも含め育成就労外国人が実際に離職した場合 など育成就労の継

続が困難になったときは、「育成就労実施者の変更希望の申出書」 

（参考様式第 1-16 号）及び「育成就労実施者の変更希望の申出に係る対応通知書」 

（参考様式第 1-17 号）の写しを添えて育成就労実施困難時届出書（省令様式第 13 号）を提出す

る必要があります。法第 51 条に基づき、責任を持って他の育成就労実施者や監理支援機関等と

の連絡調整その他の必要な措置を講じ、育成就労外国人の円滑な転籍の支援を図ることが必要と

なります（第７章第２節参照）。監理支援機関は、育成就労計画の認定の取消事由に該当する疑い

があると認めた場合には、直ちに臨時監査を行うことが必要となります（第５章第 16 節第２（２）参

照）。  

○ 「①申出」を受けた監理支援機関は、法第８条の４第５項の規定に基づき、育成就労を継続す

ることができるよう必要な連絡調整等を行わなければなりません。  

・ 法第９条の２第４号ただし書及び規則第 25 条各号に規定のやむを得ない事情による転籍が認

められ得る事実があると確認した場合は、責任を持って他の育成就労実施者や監理支援機関等と

の連絡調整その他の必要な措置を講じ、育成就労外国人の円滑な転籍の支援を図ることが必要と

なります（第７章第２節参照）。  

・ 本人意向の転籍を行う要件（第２（３）ア及びイ参照）に該当し得る事実があると確認した場合は、
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育成就労外国人本人の希望に応じた職業紹介等の転籍支援を行わなければなりません。転籍制

限期間の要件（第２（３）ア参照）については、転籍先の育成就労実施者が作成する新たな育成就

労計画の認定の時点で満たしていれば足りるため、「①申出」、「②届出」又は「③通知」の時点に

おいて転籍制限期間を経過していなくとも転籍先を探す支援は必要となります。監理支援機関に

おいて転籍先となる育成就労実施者の確保が困難な場合には、機構に対し「育成就労継続のた

めの支援要請書」（参考様式第 1-21 号）を提出することができます。  

○ 監理支援機関は「②届出」を機構に届け出る必要がありますが、「③通知」については、転籍先

の育成就労計画が認定された時点で育成就労実施者に行う必要があります。  

○ 「③通知」を受けた育成就労実施者は、育成就労外国人の転籍を妨害するなどの行為や転籍

を希望する旨の申出をしたことをもって育成就労外国人を解雇するなどの不利益な取扱いをするこ

とは許されません。育成就労計画や渡航費用の領収書の写し等の交付を求められた際にこれを拒

否することもできません。 

 

※ 「①申出」は「育成就労実施者の変更希望の申出書」（参考様式第 1-16 号）を使用。  

※ 「②通知」及び「③通知」は「育成就労実施者の変更希望の申出受理通知書」（省令様式第６号）

を使用。  

○ 機構が育成就労外国人から「①申出」を受けた場合、追って法第８条の４第１項に基づき、「育

成就労実施者の変更希望の申出受理通知書」（省令様式第６号）により監理支援機関に対する

「②通知」及び育成就労実施者に対する「③通知」を行います。  

○ 機構から監理支援機関に対して、「②通知」に申出書の写しを添付して事実関係の調査等の

依頼がなされる場合があります。その場合には、監理支援機関は「①申出」の内容を確認し、直ち

に事実関係の確認や育成就労実施者に対する是正指導等をする必要があります。その際、まずは

法第９条の２第４号ただし書及び規則第 25 条各号に規定のやむを得ない事情（第２（２）参照）に

該当し得る事実があるかどうかの確認を行い、当該事実が確認できない場合に、本人意向の転籍

を行う要件（第２（３）ア及びイ参照）に該当し得る事実があるかどうかを確認してください。確認の結

果に基づき、「育成就労実施者変更に係る調査結果報告」（参考様式第 1-22 号）を作成し、機構
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に提出してください。  

○ 監理支援機関は、法第９条の２第４号ただし書及び規則第２５条各号に規定のやむを得ない事

情による転籍が認められ得る事実があると確認した場合は、法第８条の４第５項及び法第 51 条に

基づき、責任を持って他の育成就労実施者や監理支援機関等との連絡調整その他の必要な措置

を講じ、育成就労外国人の円滑な転籍の支援を図ることが必要となります（第７章第２節参照）。監

理支援機関は、育成就労計画の認定の取消事由に該当する疑いがあると認めた場合には、直ち

に臨時監査を行うことが必要となります（第５章第 16 節第２（２）参照）。  

○ 監理支援機関は、本人意向の転籍を行う要件（第２（３）ア及びイ参照）に該当し得る事実があ

ると確認した場合は、「育成就労実施者変更に係る調査結果報告」（参考様式第 1-22 号）を機構

に提出するとともに、育成就労外国人本人の希望に応じた職業紹介等の転籍支援を行わなけれ

ばなりません（転籍制限期間の要件（第２（３）ア参照）については、転籍先の育成就労実施者が作

成する新たな育成就労計画の認定の時点で満たしていれば足りるため、「①申出」、「②通知」又は

「③通知」の時点において転籍制限期間を経過していなくとも転籍先を探す支援は必要となりま

す。）。監理支援機関において転籍先となる育成就労実施者の確保が困難な場合には、機構に対

し「育成就労継続のための支援要請書」（参考様式第 1-21 号）を提出することができます。  

【確認対象の書類】  

・ 育成就労実施者の変更希望の申出書（参考様式第 1-16 号）  

・ 育成就労実施者の変更希望の申出受理届出（省令様式第５号）  

・ 育成就労実施者の変更希望の申出受理通知（参考様式第 1-19 号）  

・ 育成就労実施者の変更希望の申出に係る対応通知書（参考様式第 1-17 号）の写し  

・ 育成就労実施困難時届出書（省令様式第 13 号）の写し  

・ 育成就労実施者の変更希望の申出の取下げ書（参考様式第 1-18 号）  

・ 育成就労継続のための支援要請書（参考様式第 1-21 号）  

・ 育成就労実施者の変更希望の申出受理通知書（省令様式第６号）  

・ 育成就労実施者変更に係る調査結果報告（参考様式第 1-22 号）  

第２ 育成就労外国人が転籍する場合の育成就労計画の認定  

【関係の法律の規定】  

（新たな育成就労計画の認定）  

法第８条の５ 第八条の二第一項の規定による申出をした育成就労外国人を対象として新たに育

成就労を行わせようとする本邦の個人又は法人は、主務省令で定めるところにより、新たに当該育

成就労外国人を育成就労の対象とする育成就労計画を作成し、これを出入国在留管理庁長官及

び厚生労働大臣に提出して、その育成就労計画が適当である旨の認定を受けることができる。この

場合においては、第八条第二項の規定を準用する。  

２ 前項の場合において、育成就労計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。  

一 前項の認定の申請をする者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の

氏名  

二 第八条第三項各号（第一号を除く。）に掲げる事項  
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三 当該育成就労外国人を対象として育成就労を行わせていた育成就労実施者（当該育成就労

外国人が過去に前項又は次条第一項の認定を受けた育成就労計画に基づく育成就労の対象と

なっていたことにより育成就労実施者が複数あるときは、その直近の育成就労実施者）の氏名又は

名称  

四 前号の育成就労実施者が当該育成就労外国人を対象として育成就労を行わせた期間  

五 当該育成就労外国人が育成就労（従事させる業務において要する技能及び当該技能の属す

る育成就労産業分野が従前の認定育成就労計画（第十一条第一項に規定する認定育成就労計

画をいう。次条第二項第四号、第九条の二第三号及び第九条の三において同じ。）に定められて

いたものとそれぞれ同一であるものに限る。）の対象となっていた期間の合計  

３ 第八条第四項から第六項までの規定は、第一項の認定の申請について準用する。この場合に

おいて、同条第四項中「第九条第一項各号（この条第二項の場合にあっては、第九条第二項各

号）」とあるのは、「第九条の二各号」と読み替えるものとする。  

（第八条の五第一項の認定の基準）  

法第９条の２ 出入国在留管理庁長官及び厚生労働大臣は、第八条の五第一項の認定の申請が

あった場合において、その育成就労計画が次の各号のいずれにも適合するものであると認めるとき

は、その認定をするものとする。  

○ 育成就労外国人が転籍をしようとする場合、育成就労外国人が転籍を希望する旨の申出（法

第８条の２第１項の申出。第１参照。）を行いますが、その後、転籍先となる育成就労実施者が法第

８条の５第１項に基づく新たな育成就労計画の認定申請を行い、機構による認定を受ける必要があ

ります。  

○ なお、育成就労計画の認定の取消しを受けて育成就労の対象ではなくなった者や、「育成就

労」の在留資格を得た後に「特定活動」等の在留資格に変更した者、「育成就労」の在留資格を失

った者、育成就労終了時に帰国した者などの元育成就労外国人を受け入れる新たに育成就労を

行わせようとする育成就労実施者は、法第８条の６第１項に基づく育成就労計画の認定申請（第１

節参照）を行う必要があります。この場合、元育成就労外国人が転籍を希望する旨の申出を行う必

要はありません。  

○ 法第８条の５第１項に基づく新たな育成就労計画の認定申請は、省令様式第２号により行ない

ます。以下の事項については従前の育成就労計画の写しを確認するなどの対応が必要です。  

・ 転籍元となる育成就労実施者の氏名又は名称（法第８条の５第２項第３号）  

・ 転籍元となる育成就労実施者における育成就労の期間（法第８条の５第２項第４号）  

・ 過去の同一の業務区分における育成就労の期間の合計（法第８条の５第２項第５号）  

○ 従前の育成就労計画は、転籍を希望する育成就労外国人本人又は当該育成就労外国人に

係る監理支援を現に行っている監理支援機関などから入手する必要があります。育成就労外国人

の同意があれば現在の育成就労実施者に問合せを行っても構いませんが、必ず事前に育成就労

外国人の希望を確認してください。なお、育成就労外国人から育成就労計画の写し等の交付を求

められた育成就労実施者は、これを拒否することはできません。 
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（１） 転籍時の共通の基準  

ア 育成就労計画の認定基準  

〈法第９条の２第１号の基準〉  

【関係の法律の規定】  

（第八条の五第一項の認定の基準）  

法第９条の２ （略）  

一 前条第一項各号（第三号及び第十一号を除く。）（第八条の五第一項において準用する第八

条第二項の場合にあっては、前条第二項各号（第一号にあっては、同条第一項第三号及び第十

一号に係る部分を除く。））のいずれにも該当すること。  

4-166  

○ 通常の育成就労計画の認定基準である法第９条第１項の基準のうち、次の２つの基準を除く全

ての基準を満たす必要があります。それらの基準の内容は第２節を参照してください。  

・ 育成就労の期間が３年であることとする基準（第２節参照。転籍後の育成就労の期間は、３年か

ら、過去の同一の業務区分における育成就労の期間を除いた期間となるためです。）  

・ 送出機関に支払った費用に関する基準（第２節第 12 参照。国内で転籍する場合においては、

本邦で育成就労外国人となるために送出機関に支払った費用に関する規制は不要なためです。）  

イ 育成就労の期間に関する基準  

〈法第９条の２第２号の基準〉  

【関係の法律の規定】  

（第八条の五第一項の認定の基準）  

法第９条の２ （略）  

二 育成就労の期間が、第八条の五第二項第五号の期間と通算して三年以内（第十一条第一項

の規定により育成就労の期間が延長されている場合にあっては、四年以内）であること。  

○ 育成就労の期間は通算して３年であるところ、転籍する場合においては、転籍先となる育成就

労実施者が育成就労を行わせることができる期間は、３年から、過去の同一の業務区分における

育成就労の期間（※）を除いた期間となります。  
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※ 同一の業務区分内における育成就労の対象となっていた期間のみが除かれ、異なる業務区分

において育成就労の対象となっていた期間は除かれません。例えば、転籍元の育成就労実施者

が同一の業務区分内において育成就労を２年行わせていた場合は、転籍先となる育成就労実施

者が行わせる育成就労の期間は３年から２年を除いた１年となります。他方で、以前に異なる業務

区分において育成就労の対象となっていた期間があったとしても当該期間は除かれません。  

※ 育成就労計画を中断していた期間は「過去の育成就労の期間」には含まれません。  

○ 過去の育成就労の期間については、従前の育成就労計画の写しを確認してください。  

○ 育成就労の目標とする試験に合格できなかった場合等（第５節参照）に育成就労の期間を延

長し、３年を超えて育成就労の対象となっている育成就労外国人が転籍する場合においては、転

籍先となる新たな育成就労実施者は当該延長された期間までの残りの期間、育成就労を行わせる

ことができます。  

※ なお、３年を超えて育成就労を延長している場合は、やむを得ない事情（下記（２））がある場合

にしか転籍は認められません。  

ウ 育成就労産業分野及び技能に関する基準  

〈法第９条の２第３号の基準〉  

【関係の法律の規定】  

（第八条の五第一項の認定の基準）  

法第９条の２ （略）  

三 従事させる業務において要する技能及び当該技能の属する育成就労産業分野が従前の認定

育成就労計画に定められていたものとそれぞれ同一であること。  

○ この規定は、転籍先となる育成就労実施者の下で育成就労外国人が従事する業務に係る業

務区分が、転籍元となる育成就労実施者の下で従事した業務に係る業務区分と同一であることを

求めるものです。これは、３年間で特定技能１号水準の技能を有する人材を育成する観点から求め

られるものです。  

○ 仮に、育成就労の目標として技能検定等を定めていた場合であっても、同一の業務区分内で

あれば、育成就労の目標として定めることが可能なものとして分野別運用方針に定められている  

・ 従前の技能検定等と異なる技能検定等  

・ 特定技能１号評価試験  

を目標とすることも可能です。  

○ もっとも、育成就労が３年間の就労を通じて技能を修得することを目的としたものであることから、

主たる技能は転籍の前後で変化しないことが望ましいといえます。  

（２） やむを得ない事情による転籍の場合の基準  

〈第４号ただし書の基準〉  

【関係規定】  

（第八条の五第一項の認定の基準）  

法第９条の２ （略）  

四 次のイからハまでのいずれにも適合すること。ただし、当該申請に係る育成就労外国人を対象
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として新たに育成就労を行わせることについて主務省令で定めるやむを得ない事情があると認めら

れるときは、この限りでない。  

（法第九条の二第四号ただし書の主務省令で定めるやむを得ない事情）  

規則第 25 条 法第九条の二第四号ただし書（法第十一条第二項において準用する場合を含 

む。）の主務省令で定めるやむを得ない事情は、 次に掲げる事情とする。  

一 法第八条の五第一項の認定の申請に係る育成就労外国人の都合以外の理由で従前の育成

就労計画に基づく育成就労の継続が困難となったこと。   

二 法第八条の五第一項の認定の申請に係る育成就労外国人と同条第二項第三号の育成就労

実施者（以下この条において単に「育成就労実施者」という。）との間で締結された雇用契約におい

て定められた事項について当該育成就労実施者による重大な違反があったこと。   

三 育成就労実施者が法第八条の五第一項の認定の申請に係る育成就労外国人に対して暴行、

脅迫、自由の制限その他人権を侵害する行為をしたこと。   

四 育成就労実施者が出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しく不当な行為をしたこと。   

五 前各号に掲げるもののほか、育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護の観点から

従前の育成就労計画に基づく育成就労を継続することが相当でない事情が認められること。  

○ 以下に掲げるようなやむを得ない事情があると認められる場合は、法第９条の２第１号から第３

号までの基準を満たせば、第４号イからハまで（下記（３））の基準を満たす必要はありません。  

○ やむを得ない事情があると認められない場合には、法第９条の２、法第９条の２第１号から第３

号までの基準に加えて、第４号イからハまで（（３）本人の意向による転籍の場合）の基準を満たさな

いと転籍はできません。  

○ やむを得ない事情が認められる場合には、育成就労実施者又は監理支援機関は、育成就労

実施困難時届出書を提出するとともに、育成就労外国人が円滑に転籍することができるように支援

する必要があります。  

○ やむを得ない事情があって転籍が生じたことは、直ちに非自発的離職者を発生させたというこ

とにはならず、第２節第６（12）の非自発的離職者に係る基準は、それぞれの状況に応じて個別に

判断されることとなります。  

〈転籍を認め得るやむを得ない事情〉  

ア 育成就労実施者から暴行、暴言、各種ハラスメント等の人権侵害行為を受けたと認められる場

合  

○ 例えば、  

・ 胸ぐらを掴む、ヘルメットの上から手や工具で叩く、工具を投げつける、火傷をさせる等の暴行  

・ 「国に帰れ」や「もう国に帰ってよい」と帰国を迫る、「バカ」、「使えない」、「死ね」などと言って名

誉を毀損・侮辱する、「○○人は出来が悪い」等、民族や国籍を理由に差別的な言動をする、母国

語を話したら罰金を取ると注意する、土下座や丸刈りを強要する、根拠なく賠償を請求する等の暴

言やパワーハラスメント・ 育成就労外国人に抱きつく、無理矢理キスを迫る、必要なく身体に触る、

しつこくホテルへ誘う等のセクシュアルハラスメント  

・ 妊娠をしていることを理由に解雇をほのめかす等のマタニティハラスメント 等が該当します。  

イ 育成就労実施者から雇用関係を打ち切られたと認められる場合等  
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○ 典型的には、育成就労実施者の経営上・事業上の都合（倒産、廃業、事業縮小など）を理由と

した整理解雇（雇い止め）が当たりますが、解雇の理由はこれに限られません。  

解雇が法的に無効な場合にも、形式的に解雇を通知されていることをもって、やむを得ない事情に

該当します。なお、そのような場合には、育成就労実施者が正当な理由なく一方的に育成就労を

打ち切ったとして、別途育成就労計画の認定の取消事由に該当する可能性があります（第 10 節参

照）。  

○ また、実際に解雇まで至らずとも、経済的事情による事業規模の縮小等（事業転換・再編を含

む。）に伴い、育成就労の継続が困難になった場合も該当します。  

ウ 育成就労実施者と育成就労外国人との間で雇用契約を合意解除したと認められる場合  

○ 典型的には、育成就労実施者の役職員と育成就労外国人との間でトラブルが発生するなどし

て信頼関係の修復が困難となり、互いの合意の上で雇用契約を解除する場合が当たります。  

○ 育成就労実施者が育成就労外国人に対して、退職に合意する旨の書面へのサインを強要した

場合など、合意解除が無効（取り消し得る）と認められる場合にも、形式的に解除の意思が合致し

ていることをもって、やむを得ない事情に該当します。  

なお、そのような場合には、育成就労実施者が正当な理由なく一方的に育成就労を打ち切ったと

して、別途育成就労計画の認定の取消事由に該当する可能性があります（第 10 節参照）。  

エ 育成就労実施者が重大悪質な法令違反行為を行ったと認められる場合  

○ 育成就労実施者は育成就労外国人を受け入れる上で各種の出入国又は労働関係法令等を

遵守する必要があることは言うまでもありませんが、重大悪質な法令違反行為があった場合、育成

就労計画の認定が取り消される（第 10 節参照）前であっても、やむを得ない事情に該当します。  

○ 典型的には、育成就労実施者が下記の（ア）から（キ）までの行為を行い、その態様が重大悪質

な場合が当たりますが、これらに限られるものではなく、違反の重大悪質性、特に育成就労外国人

にとっての不利益の程度に鑑みて、やむを得ない事情か否かが判断されます。例えば、単独では

重大悪質とは認められない法令違反行為であっても、法令違反行為を繰り返す場合には、やむを

得ない事情に該当すると認められる可能性があります。  

○ 転籍を希望する旨を申し出た育成就労外国人本人に対する行為ではなく、同僚に対する行為

である場合でも、やむを得ない事情に該当すると認められる場合があります。  

○ 重大悪質な法令違反行為に基づくやむを得ない事情か否かは、育成就労計画の認定の取消

しとは独立して判断されるため、やむを得ない事情があると認められたからといって必ず育成就労

計画の認定が取り消されるわけではありませんが、実際に育成就労計画の認定が取り消された場

合は、当然にやむを得ない事情があると認められます。  

〈重大悪質な法令違反行為について〉  

（ア） 認定を受けた育成就労計画と育成就労に齟齬がある場合  

育成就労外国人に計画で定められた業務と異なる業務に従事させていた場合や、他者で育成就

労を行わせた場合、育成就労の時間数が計画と異なる場合等が該当します。  

（イ） 育成就労外国人に対する賃金不払いが生じた場合  

育成就労外国人に対する賃金不払い（※）の態様が重大悪質な場合には、下記オの是正申入れ

を待たずして、転籍が認められます。  
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※ 賃金不払いには、使用者の責めに帰すべき事由による休業の場合における休業手当の不払

いも含まれます。  

（ウ） 二重契約を結んだ場合  

育成就労計画と反する内容の取決めとして、一定の時間外労働時間数を超過した場合に最低賃

金未満の賃金額で支払うとする取決めや時間外労働に対して出来高払制で賃金を支払うとする取

決め等を結んだ場合が該当します。  

（エ） 育成就労計画の認定の欠格事由（法第 10 条）に該当する場合 例えば、育成就労実施者

に対し労働安全衛生法の違反で罰金刑が確定し、育成就労実施者が欠格事由に該当することと

なった場合が該当します。育成就労計画の認定が取り消される前であっても、やむ得ない事情とし

て認められます。  

（オ） 育成就労法令に違反した場合  

例えば、  

・ 法第９条第９号（規則第 18 条第２号ハ）に反して、育成就労外国人に監理支援費を負担させた

場合  

・ 法第 46 条ないし第 48 条等に反して、在留カードや旅券等の保管、私物（スマートフォンや通帳

等）の不当な管理、外出の不当な制限や恋愛及び妊娠の禁止、育成就労外国人等との違約金の

定めや損害賠償額を予定する定め（例えば、育成就労を途中で止めた場合に違約金を支払う旨

の契約の締結等）、貯蓄の強制を行った場合  

等が該当します。  

（カ） 出入国関係法令に違反した場合  

例えば、育成就労実施者が不法就労助長行為に及んだ場合等が該当します。  

（キ） 労働基準関係法令に違反した場合  

例えば、  

・ 育成就労実施者が違法な時間外労働等を行わせた場合  

・ 妊産婦に危険有害業務を行わせた場合  

・ 高所での作業において墜落による危険を防止するための労働安全衛生法上必要な措置を講じ

ていない場合  

・ 正当な理由なく年次有給休暇を取得させない場合等が該当します。  

オ 育成就労実施者が重大悪質な契約違反行為を行ったと認められる場合  

○ 雇用契約等の条件又は待遇と実態の間に、社会通念上、育成就労を継続し難いと認められる

相違があり、育成就労外国人が育成就労実施者に是正を申し入れたが、是正されない場合をいい

ます。雇用契約の条件又は待遇と実態の相違は、典型的には、雇用条件書や重要事項説明書に

記載された雇用条件のとおりに、賃金（※）を払わなかったり正当な理由なく年次有給休暇を取得

させなかったりすること、食費等の過剰徴収を行うこと等が該当します。  

○ 「雇用契約等」には、雇用契約と密接に関連する契約も含まれます。例えば、育成就労外国人

は通常育成就労実施者や監理支援機関が用意した宿泊施設に居住しているところ、この宿泊施

設の賃貸借契約は、雇用契約と密接に関連しており、また、宿泊施設の条件は、育成就労外国人

の待遇の一部を構成しているといえます。そのため、実際に居住することとなった宿泊施設が、育
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成就労実施者や監理支援機関が育成就労外国人に説明した宿泊施設の条件に反している場合

は、雇用契約の条件又は待遇と実態に相違があるといえます。さらに、育成就労外国人本人の予

期せぬ形で、勤務地や宿泊施設の変更等により、本人負担額が増加したり、生活環境の変化が生

じたりした場合にも、「雇用契約等の条件又は待遇と実態」に相違があると認められる場合がありま

す。※ 賃金不払いには、使用者の責めに帰すべき事由による休業の場合における休業手当の不

払いも含まれます。  

○ 是正の申入れは、必ずしも育成就労外国人本人が行わなければならないものではなく、育成

就労外国人から相談を受けた機構が、育成就労実施者又は監理支援機関に是正を要請する場合

も含みます。  

また、同じ違反と是正を繰り返すような場合には、是正が期待できないものとして、是正を申し入れ

るまでもなく、やむを得ない事情があると認められる可能性があります。  

なお、ここでの是正とは、原則として契約違反開始時まで遡って是正することをいいます。  

カ 育成就労外国人が雇用契約締結時に雇用契約書及び雇用条件書等を交付されていない場合、

又は雇用条件や待遇について育成就労外国人の母国語で説明を受けていない場合  

○ 育成就労実施者は、労働基準法上、雇用契約締結の際に育成就労外国人に対して労働条件

を明示する義務があります。また、育成就労法令上も、育成就労実施者、監理支援機関等は、育

成就労外国人に対して雇用条件書等を提示した上で、雇用条件を説明することが必要です。この

説明は、育成就労外国人の母国語で行う必要があります（第２節第３（６）参照）。母国語で説明が

適切に行われたかについては育成就労計画の認定申請時に確認することとしていますが、これら

の義務に違反していたことが事後的に発覚した場合は、やむを得ない事情があると認められます。  

キ その他育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護の観点から育成就労を継続するこ

とが相当でない事情が認められる場合  

○ 例えば、育成就労の開始後に、育成就労実施場所で取り扱う原材料に対するアレルギーや疾

病を発症し、育成就労継続が困難になった場合や日常生活に支障をきたすようになった場合等が

該当します。  

（３） 本人の意向による転籍の場合の基準  

ア 転籍制限期間  

〈第４号イの基準〉  

【関係規定】  

（第八条の五第一項の認定の基準）  

法第９条の２ （略）  

四 次のイからハまでのいずれにも適合すること。ただし、当該申請に係る育成就労外国人を対象

として新たに育成就労を行わせることについて主務省令で定めるやむを得ない事情があると認めら

れるときは、この限りでない。  

イ 第八条の五第二項第四号の期間が、一年以上二年以下の範囲内で育成就労外国人に従事さ

せる業務の内容等を勘案して主務省令で定める期間を超えていること。  

（法第九条の二第四号イの主務省令で定める期間）  
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規則第二十六条 法第九条の二第四号イ（法第十一条第二項において準用する場合を含む。）の

主務省令で定める期間は、個別育成就労産業分野ごとに、一年以上二年以下の範囲内でそれぞ

れ当該個別育成就労産業分野に係る分野別運用方針で定める期間（当該期間が一年を超える場

合において、育成就労実施者の変更を制限する期間を一年とする旨を育成就労計画で定めてい

るときは、一年）とする。  

○ 認定を受けようとする新たな育成就労計画の開始日において、従前の育成就労実施者（複数

ある場合には、直近の育成就労実施者）が育成就労を行わせた期間が、分野別運用方針で定め

る転籍制限期間を超えていることが必要です。転籍制限期間は、分野ごとに定められていますの

で、当該分野の分野別運用方針を確認してください。  

○ 分野別運用方針において転籍制限期間が２年と定められている分野においても、個々の育成

就労実施者の判断で当該期間を１年とすることができます（第２節第９（10）参照）。本人意向の転

籍を希望する際には、転籍元となる育成就労実施者が育成就労計画において定めた転籍制限期

間を確認してください（育成就労計画の「育成就労実施者の変更を制限する期間」の欄に記載が

あります。）。  

○ １度転籍した後に再度、本人意向の転籍をしようとする場合は、転籍後の育成就労実施者の下

で転籍制限期間を経過する必要があります。  

イ 育成就労外国人の技能及び日本語能力の水準  

〈第４号ロの基準〉  

【関係規定】  

（第八条の五第一項の認定の基準）  

法第９条の２ （略）  

四 次のイからハまでのいずれにも適合すること。ただし、当該申請に係る育成就労外国人を対象

として新たに育成就労を行わせることについて主務省令で定めるやむを得ない事情があると認めら

れるときは、この限りでない。  

ロ 育成就労外国人が修得した技能、育成就労外国人の日本語の能力その他育成就労外国人の

育成の程度に関し主務省令で定める基準に適合していること。  

（法第九条の二第四号ロの主務省令で定める基準）  

規則第二十七条 法第九条の二第四号ロ（法第十一条第二項において準用する場合を含む。）の

主務省令で定める基準は、次のとおりとする。   

一 一定の水準の技能を修得していること、一定の水準の日本語能力を有することその他の個別

育成就労産業分野ごとにそれぞれ当該個別育成就労産業分野に係る分野別運用方針で定める

要件を満たす者であること。   

二 法第十一条第一項の規定により育成就労の期間が延長されている認定育成就労計画に基づ

く育成就労の対象となっている者でないこと。  

○ 本人意向の転籍の要件として、一定の技能試験及び日本語能力の試験に合格している必要

があります。この合格が必要な試験については、分野別運用方針を確認してください。  

○ 分野別運用方針に定められている試験よりも高い水準の試験に合格している場合は、当然、転

籍のための試験合格の要件を満たしているものと認められます。  
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○ 育成就労実施者が、転籍を妨害するためにこれらの試験を受けさせない、受験を妨害するなど

の行為は、育成就労計画の認定の取消事由となり得ます（第 10 節参照）。  

また、そのような行為が認められた時点で、育成就労外国人の権利を侵害するものとして上記（２）

のやむを得ない事情があるものとして転籍が認められ得ます。  

○ 育成就労外国人が、転籍の要件となっている技能試験の受験を希望する場合において、当該

技能試験が、試験実施機関が育成就労実施者の事務所に出向いて行う試験であるときは、育成

就労実施者は、試験場所の提供等、円滑な試験実施のための協力を行う必要があります。試験場

所を提供しないことは、試験を受けさせない行為と認められ得ます。もっとも、育成就労を行ってい

る場所を試験場所として提供すると生産ラインが止まってしまい経営に重大な影響を及ぼすなど、

同所を試験場所として提供することが著しく困難な事情がある場合は、試験場所の提供の代わりに、

他の適切な試験場所を手配し試験を受けさせるなどの措置を取ることも認められます。  

ウ 転籍先となる育成就労実施者の基準  

〈第４号ハの基準〉  

【関係規定】  

（第八条の五第一項の認定の基準）  

法第９条の２ （略）  

四 次のイからハまでのいずれにも適合すること。ただし、当該申請に係る育成就労外国人を対象

として新たに育成就労を行わせることについて主務省令で定めるやむを得ない事情があると認めら

れるときは、この限りでない。  

ハ 育成就労を行わせようとする者が育成就労の実施に関する実績、育成就労外国人の育成に係

る費用の負担能力その他の育成就労を適正に実施するために必要な事項に関して主務省令で定

める基準に適合していること。  

（法第九条の二第四号ハの主務省令で定める基準）  

規則第 28 条 法第九条の二第四号ハ（法第十一条第二項において準用する場合を含む。）の主

務省令で定める基準は、次のとおりとする。  

一 法第八条第一項の認定を受けた育成就労計画に係る育成就労の対象となっている育成就労

外国人を対象として育成就労を行わせている者であること。  

（ア）現に受け入れている育成就労外国人が転籍者等のみでないこと  

○ 育成就労実施者が本人意向の転籍者（以下「本人意向転籍者」という。）に係る新た 

な育成就労計画の認定を受けるためには、認定の時点で、法第８条第１項の認定を受けた育成就

労計画に基づき受け入れている育成就労外国人に育成就労を行わせている必要があります。つま

り、現に受け入れている育成就労外国人が転籍者等（法第８条の５第１項及び第８条の６第１項の

認定を受けた育成就労計画に基づき受け入れている育成就労外国人）のみでない必要があります。  

【関係規定】  

（第八条の五第一項の認定の基準）  

法第９条の２ （略）  

四 次のイからハまでのいずれにも適合すること。ただし、当該申請に係る育成就労外国人を対象

として新たに育成就労を行わせることについて主務省令で定めるやむを得ない事情があると認めら
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れるときは、この限りでない。  

ハ 育成就労を行わせようとする者が育成就労の実施に関する実績、育成就労外国人の育成に係

る費用の負担能力その他の育成就労を適正に実施するために必要な事項に関して主務省令で定

める基準に適合していること。  

（法第九条の二第四号ハの主務省令で定める基準）  

規則第 28 条 法第九条の二第四号ハ（法第十一条第二項において準用する場合を含む。）の主

務省令で定める基準は、次のとおりとする。  

二 次のいずれにも該当すること。  

イ 育成就労外国人（第十九条第四項各号に掲げる者を除く。以下この号において同じ。）の総数

のうちに法第八条の五第一項の認定を受けた育成就労計画に係る育成就労の対象となっている

育成就労外国人の数の占める割合が三分の一を超えることとならないこと。  

ロ 申請者の住所が指定区域にあるものでない場合にあっては、育成就労外国人の総数のうちに

法第八条の五第一項の認定を受けた育成就労計画に係る育成就労の対象となっている育成就労

外国人（直近の育成就労実施者の住所が指定区域にあるものに限る。）の数の占める割合が六分

の一を超えることとならないこと。ただし、法第八条の五第一項の認定を受けた育成就労計画に係

る育成就労の対象となっている育成就労外国人（直近の育成就労実施者の住所が指定区域にあ

るものに限る。）の数が一人となる場合にあっては、この限りでない。  

（イ）本人意向転籍者の割合が一定以下であること  

○ 本人意向転籍者の数（※）は、本申請による転籍が行われた後に転籍先に在籍することとなる

育成就労外国人全体の３分の１以内である必要があります。本申請に係る転籍により本人意向転

籍者を受け入れることで、本人意向転籍者の数が当該育成就労実施者に在籍する育成就労外国

人全体の３分の１を超える場合は、本申請に係る新たな育成就労計画の認定を受けられません。  

※ 本申請に係る転籍により受け入れる本人意向転籍者及び従来から在籍する本人意向転籍者

の合計  

（計算式）  

※ やむを得ない事情があると認められるとして転籍した者、３年を超えて育成就労の期間を延長

した者、妊娠・出産等により育成就労を中断していた者（再開した者を含む。） 

は、計算式に含みません（第２節第 10（４）参照）。  

○ 育成就労実施者の住所地（法人の場合は当該法人の本店の所在地）が指定区域外（いわゆる

大都市圏。第２節第９参照）である育成就労実施者については、指定区域内（いわゆる地方圏に相

当）から受け入れることができる本人意向転籍者の割合は、本申請による転籍が行われた後に転

籍先に在籍することとなる育成就労外国人全体の６分の１以内である必要があります。ただし、転

籍後に在籍することとなる育成就労外国人が５人以下の場合は、１人までは指定区域内から本人

意向転籍者を受け入れることができます。この場合も、本人意向転籍者が、在籍する育成就労外

国人全体の３分の１を超えられないことは変わりません。 
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【関係規定】  

（第八条の五第一項の認定の基準） 

法第９条の２ （略）  

  四 次のイからハまでのいずれにも適合すること。ただし、当該申請に係る育成就労外国人を対

象として新たに育成就労を行わせることについて主務省令で定めるやむを得ない事情があると認

められるときは、この限りでない。  

   ハ 育成就労を行わせようとする者が育成就労の実施に関する実績、育成就労外国人の育成

に係る費用の負担能力その他の育成就労を適正に実施するために必要な事項に関して主務省令

で定める基準に適合していること。  

 （法第九条の二第四号ハの主務省令で定める基準）  

規則第 28 条 法第九条の二第四号ハ（法第十一条第二項において準用する場合を含む。）の 

主務省令で定める基準は、次のとおりとする。  

 七 法第八条の五第一項の認定の申請に係る育成就労外国人を育成就労の対象とする直近の

育成就労計画が次のイ又はロに掲げる場合に該当する場合には、次のイ又はロに掲げる場合の

区分に応じ、イ又はロに定める額を法第八条の五第二項第三号の育成就労実施者に支払うことと

していること。  

  イ 法第八条第一項の認定又は法第九条の三ただし書に該当するものとして法第八条の六 

第一項の認定を受けたものである場合 育成就労外国人の取次ぎ及び育成に係る費用として法務
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大臣及び厚生労働大臣が告示で定める額に次の表の上欄に掲げる法第八条の五第二項第四号

の期間の区分に応じ同表の下欄に掲げる比率を乗じて得た額（その額に千円未満の端数があると

きは、その端数は、切り捨てる。） 

 
ロ 法第九条の二第四号イからハまでに該当するものとして法第八条の五第一項の認定を受けた

もの（当該認定を受けるに当たって、イに定める額を支払うこととしているものに限る。）である場合 

イに定める額に次の表の上欄及び中欄に掲げる期間の区分に応じ同表の下欄に掲げる比率を乗

じて得た額（その額に千円未満の端数があるときは、その端数は、切り捨てる。） 

 

（オ）初期費用の補填をすることとしていること  

○ 転籍先となる育成就労実施者は、転籍元となる育成就労実施者が育成就労外国人を受け入

れるに当たって支出した初期費用の一部につき、転籍元となる育成就労実施者に対して補填を行

うこととしている必要があります。  

○ 転籍元となる育成就労実施者において当該初期費用がかかっていない場合（当該育成就労

外国人がやむを得ない事情があると認められたことにより転籍元となる育成就労実施者に転籍して

いた場合等）は、この補填は必要ありません。  

○ 補填額の算定方法は以下のとおりであり、これらの金額を転籍元となる育成就労実施者に支払

うことを新たな育成就労計画の認定申請において誓約する必要があります。転籍元となる育成就

労実施者との事前調整が可能な場合は、支払う金額について事前に認識を一致させておくことが

望まれます。誓約に反してこれらの金額を支払わなかった場合は、虚偽の申請を行ったものとして

育成就労計画の認定の取消しの対象となり得ますので注意してください。本人意向転籍者を受け

入れた育成就労実施者は、新たな育成就労計画の認定後６か月以内に、機構に対して当該金額

の支払いを証明する書類を提出してください。  

（補填額の算定方法）  

・ 育成就労外国人にとって１回目の本人意向の転籍の場合は、主務大臣が告示で定める額に次

の表の按分率を掛けた額（1,000 円未満の端数は切り捨て）となります。 
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育成就労外国人にとって２回目の本人意向の転籍の場合は、１回目の本人意向の転籍の際に転

籍元に補填した金額に次の表の按分率を掛けた額（1,000 円未満の端数は切り捨て）となります。  

※ 育成就労実施者 A から育成就労実施者 B に１回目の本人意向の転籍を行い、その後、育成

就労実施者 B から育成就労実施者 C に本人意向の転籍をしようとする場合 

 

 
【確認対象の書類】  

・ 育成就労計画認定申請書（法第８条の５第１項関係）（省令様式第２号）  

・ 育成就労外国人等に関する申告書（参考様式第 1-12 号）  

・ 技能試験に係る合格証明書の写し  

・ 日本語能力試験に係る合格証明書の写し  

＜新たな育成就労計画の認定後６か月以内に提出する書類＞  

・ 初期費用の補填額を支払ったことを証明する書類  

＜育成就労計画の認定と併せて優良である旨の通知を受けようとする場合＞  

・ 優良要件適合申告書（追って参考様式でお示しします。）  

・ その他必要書類については第２節第 11 を参照  

【留意事項】  

○ 育成就労制度では、育成就労外国人の本人意向の転籍に際して、転籍先となる育成就労実

施者は、転籍元となる育成就労実施者が当該育成就労外国人を受け入れるに当たって支出した

初期費用の一部を転籍先の育成就労実施者に対して補填することとしています。  

   そのため、転籍元となる育成就労実施者は、育成就労外国人を受け入れるに当たって要した

費用の領収書等を保管する必要があることに留意してください。  

 


